
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　　林業等の産業の低迷に伴い財政基盤は弱く、類似団体平均を0.16ポイント下回っている、また、依然長引く景気
                   の低迷により、Ｈ14年度からＨ16年度の市町村民税収入額は△161,793千円（△16％）と減少しており、地方税全
                   体でも△176,621千円（△6.1％）である。滞納繰越分の徴収率向上のため徴収特別月間を設け取り組んでおり、
                   今後もさらに滞納額の圧縮に努める。

経常収支比率　公債費や扶助費が増加している中、特に公債費については、コミュニティプラント施設整備によりＨ16年度から
                    元金償還が始まり、前年度より約137,900千円増加している。また、収入の半分を占める交付税は減少傾向にあ
                    り、経常収支比率は年々、増加傾向にある。すべての経常経費の削減に努め財政健全化を図る。

ラスパイレス指数　ラスパイレス指数については、Ｈ15年度までは100％を超えていたが、16年度は退職等に伴う平均給与の減
                        額により100％を下回る結果となった。今後も各種の手当の総点検を行い給与の適正化に努める。

起債制限比率     コミュニティプラント施設整備による元金償還の増加及び既発債の償還のピークを迎えたため単年度の比率
                       は0.4ポイント増加した。今後、償還は減少するものの、大きな税収の伸びが期待できない中、交付税の減額
                       等により標準財政規模が下がる中、比率も上昇傾向にあり、新規地方債発行の抑制にも努めていく。

地方債残高       平成11年度～平成１2年度にかけて大規模なコミニティプラント施設の建設を行ったため地方債残高は増加し
                      たが、16年度に起債償還のピークを迎えたため今後は減少していく。また、新規地方債発行の抑制に努める。

人口千人あたりの職員数　全国平均より0.2ポイント下回っているが、類似団体では中位であり退職者の補充者数を検討し、定
                                     員の適正化を図る。


